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The purpose of this article is to evaluate accessibility of the residents in Iwate prefecture to gas stations and to 
analyze the effects of their closedown. Road distances between the residents and gas stations were calculated on 
GIS network analysis. The results show that the distances of half of residents to the nearest gas station are less 
than 1km, and that 18000 people travel over 10km to the nearest one. In conclusion, the effects of closedown of gas 
stations in the mountain area are greater than those in Kitakami Basin in terms of travel distances.
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１．はじめに

　本論文は、ガソリンスタンド（以下 GS と呼ぶ）の立地をアクセシ

ビリティの観点から捉え分析するものである。特に、岩手県西部を

対象として、住民の現状のアクセシビリティと、GS が撤退する場合

の影響を道路距離によって定量化、評価することを目的とする。

１．１　研究の背景

　少子高齢化が進む我が国の現代社会において、生活利便性や地域

施設へのアクセシビリティの重要性が増している。施設へのアクセ

シビリティは地域毎、街区毎、ひいては一人一人異なるものであり、

その精緻な把握は今後益々重要になると考えられる。

　施設の最適配置 1),2) や地域の利便性 3),4),5) に関する研究の流れの中

で、公共施設や医療機関、買い物施設へのアクセシビリティに関す

る分析には幾多の蓄積がある。しかし、生活利便施設の一種であり、

自動車成熟社会において重要な地域施設である GS の立地について、

地域住民のアクセシビリティの観点から研究したものは数少ない。

　GS が抱える社会問題の大きなものとして、数の減少が挙げられる。

実際に、かつて全国約 6 万件あった GS は、現在約 4 万件に減少して

いる。これは、価格競争による利幅圧縮や、個人経営 GS の経営者高

齢化、高額負担を要する設備更新時期の到来等により、廃業を選ぶ

GS が増えたことが原因と指摘されている。GS には建築基準法や消防

法による建設規制にはじまり多くの規制がかかる 6) が、中でも 2010

年 6月の消防法改正によるGSの地下タンク設備に関する規制強化が、

設備更新の負担を大きくし、廃業を促進しているという指摘もある。

　そして特に山間地等の人口減少地域における GS の減少が、住民の

生活を圧迫しており、中山間地域等で生活の足となる自動車の燃料

を、数十 km 離れた GS まで買いにいかなければならない例も報告さ

れている 7)。こうした状況を受け、地域にGSが無くなるのを防ぐため、

自治体や村落単位での GS の地域経営に乗り出すケースも出ている。

　GS の林立する地域では、１つの GS が撤退したところで、消費者は

別の GS で給油すればよく、影響は小さい。一方、GS 過疎地域では、

たった１つの GS の撤退が、地域住民の生活に大きな影響を与えるこ

ともある。こうした状況に鑑みて、地域住民の生活基盤を安定運営

するためには、現状のアクセシビリティを正確に把握し、施設撤退

時に与える影響を予測しておくことが重要である。

１．２　研究の目的と構成

　以上の背景を受けて、本研究は地域の現状の GS 分布を踏まえたア

クセシビリティ評価と、GS の撤退が与える影響の定量化を目的とす

る。これによって、どの地域で GS が不足しているか、どの地域の GS

が撤退すると影響が大きくなるかを明らかにし、生活基盤の安定運

営を見据えた今後の地域計画に資する情報を提供することを目論む。

　本研究は２部構成とする。まず３章で現状の GS 立地を踏まえたア

クセシビリティの評価により現状分析を行い、次に４章で GS の撤退
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による影響評価を行う、という構成である。

１．３　研究の位置づけ

　施設へのアクセシビリティ評価に関する先行研究を踏まえ、本研

究の特徴について述べる。

　三浦・古藤 8) は、山形県の食料品店へのアクセシビリティを、メ

ッシュデータを用いて直線距離で検証した。3 時点の店舗と人口デ

ータを用いて、人口減少と商店の淘汰という社会変化を踏まえたア

クセシビリティの推移を追跡している。増山 9) は、商業施設、医療

施設へのアクセシビリティと高齢者の居住パターンとの関係に着目

し、直線距離と道路距離双方によって分析した。

　医療系施設へのアクセシビリティ評価に関しては、患者搬送の観

点からアクセス性の正確な把握の重要度が増すため、道路ネットワ

ークをベースとする精緻な距離分析を行う研究が多い。山田・河原・

河口 10) は、救急搬送アクセス時間の観点から、救急医療機関の配置

を検証した。稲川・古田・鈴木 11) は、道路ネットワークデータに高

い速度と低い速度を与え、それらを考慮したときの救急アクセス時

間の観点から救急車の配置問題を検討した。Satoh12) は、地域住民と

各種医療機関との空間的な距離分布について、ネットワーク解析に

より導出した道路距離で検証した。

　施設撤退の影響に関する研究の例としては、施設の開設や閉鎖に

伴う移動距離の変化の理論的研究を行った宮川・大澤・腰塚 13) や、

施設と消費者との距離を媒介として導出する商業施設の集客性の変

化を、施設撤退と絡めて論じた讃岐・吉川 14) が挙げられる。

　以上のように、アクセシビリティ評価に関する研究については、

様々な地域施設を対象に検証されているが、GS の立地について地域

住民のアクセシビリティの観点から分析した研究、GS の撤退の影響

をアクセシビリティの観点から評価した実証的研究は数少ない。一

例として、貞広 15) はアクセシビリティの観点から様々な業種の施設

の立地と人口密度分布との関連について分析した。その中でガソリ

ンスタンドの立地は、広域的には人口に比例分布していると述べて

いる。また、資源エネルギー庁による調査報告書「H21 年度 SS 過疎

化調査事業」16) では、北海道後志支庁における最寄り GS までの距離

と、営業範囲夜間人口が 1000 人以下となる GS が廃業した場合の距

離を GIS を用いて 3 次地域メッシュ単位で分析した。現状と施設閉

鎖後の GS のアクセシビリティの図示を行った先駆的研究である。

　こうした既往研究の成果・知見を踏まえ、本研究では更に進展を

計るべく、GS までの距離から距離帯別人口やその構成比を詳細に分

析し、アクセシビリティの現状や変化を地域特性と絡め考察する。

これにより地域住民の最近隣の GS までの距離が地域によって異なる

現状を精緻に定量化、視覚化する点、GS が撤退するときその距離が

どの程度延長するか、どのような地域の GS の撤退が住民のアクセシ

ビリティに影響を及ぼすかについて分析、考察を行う点が、本研究

の独自性、特徴である。

２．研究の方法

２．１　対象地域

　対象地域は、岩手県北上盆地を中心とする図１, ２に示す地域と

する。東は北上高地、西は県境までの地域で、北上高地以西の太平

洋沿岸地域を除く。特に、盛岡市～一関市までの北上盆地部分を「平

野部」、それ以外の対象地を「山間部」と定義し、３章、４章の地域

差分析に用いる。南北に結ぶ線上に規模の異なる市街地が並び、そ

の東西の山間部には市街地との位置関係や規模の異なる様々な町が

点在することから、アクセシビリティの悪化が指摘される山間部 7),16)

と平野部との比較や、平野部内、山間部内におけるアクセシビリテ

ィの差異の確認を含めた分析に適した地域であると判断し、当該地

域を対象とした。

　なお本研究は、生活基盤の喪失と回復に伴う施設アクセシビリテ

ィ変化の推移を論考する一連の研究の第一段であり、現状のアクセ

シビリティ評価と撤退影響評価の手法を構築する基礎研究として位

置づけられる。東日本大震災で被害を受けた東北沿岸部を対象とし

た研究につなげる予定であり、沿岸地域の分析は今後の研究に譲る。

２．２　各種データ詳細とネットワーク解析

　アクセシビリティは、需要点と供給点の空間的位置関係により決

定される。本節では両者の定義を行う。

　i タウンページに業種「ガソリンスタンド」、「セルフスタンド」

として分類される施設を選択し、供給点に設定する。なお供給点か

らの経路検索を行うため、図１に示すように岩手県と隣接する県の

全ての GS を抽出する。位置情報は、iタウンページの住所情報から、

WEB のアドレスマッチングサービス注 1) を用いて緯度経度データに変

換する形で取得する。なお、アクセシビリティ分析の対象とする GS

は、図１,２に示す対象地域内に属する GS のみとする。

　人口分布データとしては、一般に公開される小地域データよりも

詳細な、総務省統計局の基本単位区集計（平成 17 年国勢調査版）を

用い、その代表点データを需要点に設定する。ただし図２や図 10 以

降に表す人口分布図では、視覚的に捉え易く図化するため、更に 3

次メッシュ単位で集計した人口を表示してある。

　道路網データには、数値地図 25000 の道路中心線を用いる。デー

タ発行年は平成 14 年と古いが、ネットワーク解析に支障のあるほど

の道路更新は僅かであり、修正可能である。また郊外や山間地にも

注目する本研究おいては、それら地域の道路網のデータ化が十分に

図１　対象地域と GS の立地 図２　対象地域の人口分布
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なされていることが必要であり当該データはその条件を満たす。以

上から、数値地図 25000 を用いることが適切であると判断した。

　GS のように施設数の多い対象を扱うとき、中山間地域でも市街地

でも、小地域人口データと直線距離によって得た距離データは、実

際の移動距離とは乖離する危険があることが指摘されている 17)。し

たがって本研究においては正確性を追求して、人口分布に基本単位

区集計データを用いて道路距離を計測し、分析することとした。

　以上のデータを基に ArcGIS の Network Analyst ツールを用いて、

需要点から供給点までの最短経路距離の導出、利用施設の特定、及

び施設からのネットワークバッファ図の描画を行う。基本単位区集

計の代表点のうち山間部で一部接道しないものがあるが、このツー

ルでは、その代表点をそこから最近隣の道路上に代替点をおき、供

給点までの道路距離が計測される。なお、実際の GS 経営には、旅行

者等も含めた通過交通量や地域の交通分担率等も影響すると考えら

れるが、その中で本研究は、特に GS へのアクセシビリティを重視し、

第一次近似の数値結果を示すものである。

３．GS 立地に対するアクセシビリティの現状把握

　３章では現状の GS の立地を踏まえ、地域住民のアクセシビリティ

の現状評価・分析を行う。3.1 節で地域全体のアクセシビリティを

総合して検討し、続いて 3.2 節では施設毎に分析・考察する。

３．１　地域全体のアクセシビリティ評価

３．１．１　グラフで見る地域全体のアクセシビリティ

　図３は、1 番目～ 5 番目までの近隣 GS までの距離と人口の関係を

表した 1km 毎の距離帯別人口ヒストグラムである。最近隣 GS までの

グラフは、1km 未満にある人口が最も多く、2 番目に近い GS までの

距離は1km未満よりも1～2㎞の方が多い。3～5番目も同様である。

1～ 2㎞以降は、全てで距離が延びるほど人口は減る。

　図４と図３に、距離帯別の人口比率とその累積人口比率を示す。

最近隣 GS までならば、1km 未満は全体の 45% 強であり、対象地域の

ほぼ半数の住民が 1km 未満の移動で GS へ到着する、ということがわ

かる。2 番目に近い GS までの距離帯構成比のグラフからは、2 ㎞未

満には少なくとも 2 店舗の GS を擁する住民が全体の 60% 弱に上るこ

とがわかる。3 番目に近い GS が 2 ㎞未満にある住民は全体の 45% 程

度である。4 番目、5 番目に近い GS が 1km 未満にある住民は全体の

10% を下回る。しかし 5 番目の GS も、2 ㎞未満にある住民は全体の

30% 弱に上る。このように対象地域全体では、多くの住民が近隣に

複数の GS を擁していることがわかる。

図３　全域の距離帯毎の人口ヒストグラムと、地域別の累積人口比率（それぞれ図４，６，７に対応）

図４　距離帯別人口比率 (全域 )

図６ 距離帯別人口比率（平野部） 図７ 距離帯別人口比率（山間部）

図５　長距離移動の人口
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　一方で、図３の右端、20km 以上の移動が必要な住民がいることも

確認できる。これらの長距離移動を強いられる住民に注目するため、

10km 以上、20km 以上、30 ㎞以上、40 ㎞以上、50 ㎞以上の 5項目で、

それぞれ n 番目に近い GS の利用人口を図５に表す。最近隣の GS が

10 ㎞以上離れている住民の人口は 18,379 人、20km 以上では 1,600

人存在する。図４では全体に対する割合がほぼ 0 であるため、相対

的に無視されがちであるが、こうした住民は絶対数の上では無視で

きない人数であることが指摘できる。さらに 30 ㎞以上でも 109 人

存在する。40 ㎞以上では 0 人となることから、これら 109 人の住民

は 30 ～ 40 ㎞の移動を強いられていることがわかる。

　同様に、2番目に近い施設が10㎞以上離れている人口は40,919人、

20km 以上離れている人口は 8,258 人、30 ㎞以上では 401 人である。

このことから、近隣の GS が閉鎖されると 10km 以上の長距離移動を

強いられる可能性のある住民が、相当数存在することがわかる。

　次に、図４で観察した対象地域全域の距離帯毎の人口構成比が平

野部と山間部でどのように異なるか確認するため、図６に平野部の

構成比、図７に山間部の構成比を表す。また、図６，７に対応して

図３に累積人口比率を示す。

　まず平野部（図６，３）では、何番目の GS までの距離であっても、

2km 未満の近距離帯の人口比率が大きいことがわかる。特に最近隣

のGSまでの距離が1km未満である住民は平野部全体の人口の55%強、

2km 未満である住民は 85% 弱であり、ほとんどの住民が 2km 未満で

GS に辿り着ける。最近隣の GS までの距離が 10 ㎞以上の人口は、平

野部では 0 である。2 番目に近い GS までの距離についても、2km 未

満である住民は 55% 強に上り、3 ㎞未満である住民は 70% を超える。

また図６'からは、5番目に近い GS までの距離で

あっても、ほぼ 100% の住民が 10km までの範囲に

納まることがわかる。

　一方、山間部（図７，３）では、平野部と異な

り近距離帯の人口比率が低下し、全体的に距離が

延長する方向へシフトする。累積人口比率のグ

ラフの上昇率の違いからも、そのことが窺える。

最近隣の GS までの距離が 1km 未満である住民は

山間部全体の約 40% に止まり、2 ㎞未満の人口は

50% 強である。2 番目に近い施設までの距離につ

いては、3 ㎞未満に該当する人口比率でも山間部

全体の 50% に満たない。

　図５に描いた 10 ㎞を超える長距離移動を強い

られる住民のグラフも、そのほとんどは山間部

の人口である。平野部においては、2 番目～ 5 番

目に近い GS までの距離が 10 ㎞を超える人口は、

順に 2 番目で 334 人、3 番目で 685 人、4 番目で

1,363 人、5 番目で 3,698 人である。また、20km

を超える移動が必要な住民はいない。以上から、

山間部で長距離移動が発生していることが確認さ

れる。

３．１．２　アクセシビリティの地図化

　長距離移動を強いられる地域、及び住民の居住

地がどこに位置するのか、明らかにするため、全

ての GS（研究対象地域外の GS も含む）から道路

距離による等距離帯を図化したネットワークバッファ図、需要点か

ら GS までの距離分布図をメッシュ単位で表す距離分布図をそれぞれ

図８、図９に示す。なお図９は、各メッシュ内に存在する 1 つない

し複数の基本単位区集計代表点から最近隣 GS までの距離の人口加重

平均を表示したものである。

　現状、北上盆地に沿って GS が多く分布し、東側の北上高地に点在

する市街地にも GS が散在している。一方で西の奥羽山脈側には GS

が少ない。そのため、対象地域の東側よりも西側に、移動距離の長

い地域が多いことが図８に示される。

　一関市西部や西和賀町北部、盛岡市東部の山間地等には、住民が

少数であるが存在するにもかかわらず、一番近い GS は遠方に立地す

るため、この地域の GS へのアクセシビリティは著しく低い。前節で

述べた遠距離移動を強いられる住民とは、このような地域に住む人々

である。

　ここに挙げた遠距離移動を強いられる地域について、スケールメ

ーターを参考に、GS の分布から直線距離でバッファを張ることを想

定すると、ほとんどの地域が 20km の領域内に収まり、ネットワーク

解析を行って導いた結果とは異なる。腰塚・小林 18) による迂回率「1.1

～ 1.3」を適用して距離補正をしたとしても、直線距離で評価する

場合には、図８に示すほどに遠距離移動の地域は大きくならない。

これは、山間地では地形要因から道路の迂回率が高くなる傾向があ

ることに起因し、実際の道路距離と直線距離との差がより大きくな

るためと考えられる。したがって、直線距離で評価すると隠れてし

まいがちな山間地におけるアクセシビリティ評価をネットワーク解

析によって行うことの意義は大きいと言える。

図８　ネットワークバッファ図 図９　居住メッシュの GS からの距離
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３．２　施設毎の利用人口とアクセシビリティ評価

３．２．１　利用者人口

　地域住民は、存在する GS の中で 1 ～ n 番目に近い GS を選択し利

用するものとする。例えば n=2 のときは、1 番目に近い GS と 2 番目

に近い GS の両方を利用するものと考え、それぞれの GS に割り当て

られた利用者の人口、移動距離を集計する。図 10 は n=1 のときの各

GS に割り当てられる利用人口を、図 11 は図 10 の利用者数と 2 番目

に近い施設として選ぶ利用者の数の和を表す。また、n=2 と n=1 の

人数の差を図 12 に表す。なお、図 10,11 に示す人口は、最近隣施設

のみ利用するという条件において、それぞれ 1 施設、2 施設が撤退

するときに影響を受ける人口でもある。これを把握するため、n=2

の場合の単純な人口の和を表した。

　まず 1 番目に近い GS のみを利用する場合の特徴として、北上盆地

では市街地中心部の GS よりもその外側の GS で利用人口が多い傾向

にあることが挙げられる。最も近い施設を選択するという条件が、

ボロノイ図を描くのと同義となり、GS の多い市街地中心部では個々

の GS が利用者数を分けあう一方、市街地外縁部に位置する GS はそ

の外側に居住する住民を利用者として取り込むため、このような傾

向が現れる。

　1 番目と 2 番目の GS 両方を利用する場合、n=1 と比較して、n=2

の円は等しいかそれより大きくなる。図 10 と図 11 を比較すると、

近隣に複数の GS がある地域内では、各 GS の利用者数の増加がみら

れるが、そうした地域に隣接しつつも孤立するような地域に存在す

る単独の GS では、利用者数の増加はあまり多くない。例えば破線で

囲った地域 C では、西側に孤立する GS と、東側の GS 群とで、そう

した傾向の差異が顕著に表れている。また地域 A の 2 つずつ組で隣

接する GS では、n=1 の利用者数が n=2 でほぼ倍増する。

　こうした傾向の違いは、施設数や周辺住民、周辺施設との空間的

位置関係によって決まると考えられる。そこで図 12 に示す n=2 と

n=1 の差を確認する。この図から、まず孤立する GS での差は小さい

ことがわかる。また、市街地等 GS が密集する地域では、より内側に

ある GS の方が利用人口の増加は大きい傾向にある。これは、n=1 に

おける市街地外縁部の GS の利用者が、GS の選択肢が増えたことで

その近隣で市街地の内側にある GS へと足を延ばすためである。ただ

しこうした傾向も全ての GS に当てはまるわけではなく、これに対応

した詳細な空間分析は今後の課題である。

　ここで、第１章で触れたように、現実問題として GS の撤退・減少

の一因に他 GS との競合が挙げられることに鑑みれば、施設利用確

率の観点から各施設の需要を把握することも必要である。このため、

n=2 のときの各 GS の利用人口を 1/2 としたもの（特に実質利用人口

と呼ぶ）を図 13 に示し考察を加える。

　地域 A に属する 4 つの GS では n=1 の利用人口と n=2 の実質利用

人口に変化がない。地域 C の西端のように GS が孤立する場所では、

n=1 の利用人口に対し n=2 の実質利用人口は半減する。また、地域 C

東側のように GS が密集する地域では、その群の中で外側に位置する

GS で実質利用人口が減少し、内側の GS では増加する。一概には言

えないが、以上のように、n=1 の図と比べてより多くの施設が集ま

る方向に位置する施設の需要が高まる傾向が窺える。

３．２．２　移動距離

　前節と同様に n=2 までの条件で、各 GS の利用者の平均移動距離（以

図 10　最近隣 GS

　のみ利用するときの利用人口

図 11　2番目に近い

　GS まで利用するときの利用人口

図 12

　n=2 と n=1 の利用人口の差

図 13

　n=2 の実質利用人口
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下、平均距離と呼ぶ）を示す（図 14,15）。

　全体として、市街地中心部に位置する GS よりも、市街地の外縁部

の GS の方が移動距離は長くなる傾向にある。さらに山間地に立地す

る GS は、平均距離がより長くなる傾向があり、中には平均で 8 ㎞を

超えるものもある。

　n=2 では、n=1 に比べて全体的に平均距離が延びている。ただし、

必ずしも全ての GS で距離が延びるわけではなく、例えば地域 D の 5

つの GS に着目すると、北から 2 番目の GS では距離の増加が顕著で

あるが、北端に位置する GS では僅かに移動距離が短縮している。前

者の GS は、地域 D より北側に伸びる和賀川沿いの住民にとっての 2

番目に近い GS であり、その移動距離が長いため、平均距離の増加が

大きくなる。また、後者の GS については、その南側の人口分布が 2

番目に近い GS として選択し、その移動距離が短いため、平均距離が

短くなる。

　図 14,15 で示した平均距離評価のみならず、Mini-Max の観点 19) か

ら、利用者の最大移動距離に着目したアクセシビリティの観察を行

う必要がある。そこで、最近隣の GS のみ利用するときの、各 GS に

割り当てられる利用者の最大移動距離（以下、最大距離と呼ぶ）を

図 16 に示し、考察する。総じて、市街地中心部では最大距離の短

い GS が多く、市街地外縁部や山間部では最大距離の長い GS が多い。

最大距離が 20km を超える GS の立地には、GS の空白地域に接する、

という共通点がある。そして、この空白地域は山間部に相当する。

メッシュの人口分布図の通り、これら地域にも居住者は存在するこ

とから、山間地域の中にはアクセシビリティが著しく低い住民が存

在することが、この図からも指摘できる。

４．施設撤退の影響評価

　前章の現状評価を踏まえ、第４章では、同様に GS へのアクセシビ

リティの観点から、GS が撤退するときの影響を、利用者の移動増加

距離、増加率等の指標で評価し、どの地域の GS の撤退が大きな影響

を及ぼすのか明らかにする。

４．１　施設撤退の影響分析法の構築

　施設の撤退数を「1」と「2」に分けて分析する。ここで、図 13 の

例とともに、影響評価手法の説明を行う。

　まず初めに施設がただ一つ撤退する場合を定義する。最近隣の GS

として割り当てられる各々の GS の利用者は、その GS の撤退によっ

て他の GS へと利用施設を移さなければならない。つまり、2 番目に

近い GS に行くことになる。この撤退する GS の利用者数は、前節で

描いた図 10 の n=1 の場合と同じで、これが撤退の影響を受ける人数

である（図 17- ①）。そして撤退する GS の利用者は、その GS が撤退

した後に残った施設の中で最も近い施設を新たに選択する。その新

しい GS を利用する際の移動距離（新移動距離）から、撤退する GS

を利用する際の移動距離（旧移動距離）を差し引いたものが、移動

増加距離であり、GS 利用者の移動増加距離の平均値を GS 撤退時の

平均増加距離と定義する（図 17- ②）。また、移動距離の増加率は、

新移動距離の旧移動距離に対する百分率で表し、その人口加重平均

を平均増加率と定義する（図 17- ③）。

　次に施設が 2 つ撤退する場合の評価では、集計の簡便化のため全

住民をそれぞれから最近隣の GS に割り当てる。撤退施設数に関わら

ず、撤退の影響を評価する GS の利用者はこれで固定する（図 17-※）。

次に、影響評価を行う GS から道路距離で最も近い GS を選択し、こ

図 17　撤退の影響評価手法図 16　最近隣 GS までの最大距離図 14　n=1 の平均移動距離 図 15　n=2 の平均移動距離



の 2 つの施設の組み合わせを撤退施設に設定する（図 17- ④）。最後

に、この 2 施設が撤退するときの、各 GS に割り当てられた利用者の

平均増加距離、平均増加率を導出する（図 17- ⑤）。

　3 つ以上の施設が撤退する場合も同様に、最近隣の GS に全住民を

割り当て、撤退する 3 施設の組み合わせを、影響評価を行う GS から

最も近い GS と 2 番目に近い GS を選択し、それらが撤退することを

想定して GS 利用者の距離の変化を分析する、という手法で評価する。

　以上の評価手法では、個々の GS の利用者数を固定するため、撤退

施設数が増えても集計が容易であるという利点がある。一方、複数

施設の撤退の場合、ある施設を 2 番目以降に近い施設として選択す

る地域住民も本来はその施設の撤退の影響を受けるにも拘わらず、

それらが計上されない欠点がある。例えば図 17 に示す A 丁目と B 丁

目で、GS1 と GS2 の 2 施設が撤退することを考えると、A 丁目の 100

人も B 丁目の 50 人も、GS3 への移動を強いられる。つまり、GS1 と

GS2 の撤退は、A 丁目と B 丁目両方に影響を与えることになる。よっ

て、施設の撤退の影響を受ける全利用者の距離の集計が、本来望ま

れる分析手法である。しかしながら撤退施設数が増えるほど集計に

必要な利用者距離データ数が著しく増加し、集計作業が困難になる。

また、最近隣施設として選ぶ利用者と 2 番目以降に近い施設として

選ぶ利用者との、撤退による影響の大きさの違いの設定も課題にな

る。以上より、詳細な評価手法の構築は今後の課題とし、本研究で

は簡便な評価手法を採用した。

４．２　１施設のみ撤退する場合の分析

　本節では、GS がただ 1 つ撤退するときの各 GS の利用者の平均距

離と最大距離の変化について、それぞれの距離値や増加値、増加率

を観察し、考察する。

　まず地域全体の傾向を観察する。図 18 によると、平均増加距離は

市街地よりも郊外、山間地で大きくなる傾向にある。例えば盛岡市

の中心部における GS では、平均増加距離の値は小さく、平均増加

率も小さい（図 20）。一方でその北側の八幡平の GS では平均増加距

離の値が大きくなり、その増加率は 100% を超えるものが多く、中に

は 200% に迫るものもある。撤退後の平均距離も、山間地でより大

きい値を示す（図 19）。撤退後の最大距離についても市街地より郊

外、山間地の GS で長くなる傾向にある（図 26）が、詳しく見ると、

3.2.2 節の考察と同様に、GS 空白地域に接する市街地郊外の GS にお

いても最大距離が 20km を超えるものがあり、平均距離の変化の傾向

とは若干異なる点がある。図 21 と図 27 からは、1 施設撤退におけ

る最大距離の変化が大きいのは山間部の GS に多いことがわかる。

　次に個別の地域に分けて観察し、距離に関する変化と要因を考察

する。全体的には山間地で平均距離が長い傾向にあったが、山間地

であっても、地域 A の 4 つの GS のように平均増加距離が短いケース

もある。これは GS が隣接して 2 つ存在し、一方が撤退しても地域住

民の GS への移動距離にほとんど変化がないためである。図 26 と図

16 の差、つまり 1 施設撤退に伴う最大距離の増加値を表す図 21、及

びその増加率を表す図 27 より、最大距離にもほとんど変化がないこ

とが確認できる。このケースは、隣接する 1 組の GS が存在する地域

においては、一方の GS が撤退してもアクセシビリティにほとんど影

響がないことを示すものである。

　地域 C の西端の GS や地域 D の北端の GS では、平均距離の増加率

は 60% 強であり、元々の利用者の平均距離が長いため（図 14）、そ

の利用者の新たな平均距離が 13 ㎞を超える。地域 C 西端の GS は、

最大距離増加率も 64% 強、増加値は 8 ㎞を超え、結果として最大距

離は 8.5km を超える。一方で、これら地域 C と D の他の GS について

は、それぞれの GS 利用者の新たな移動距離は 8 ㎞以内に収まり、最

大距離の変化も小さい。このように、山間地においても、GS の位置

によって利用者の移動距離の変化の様態は様々である。

４．３　２施設撤退する場合の分析

　本節では 2 つの GS が撤退する場合について分析、考察する。まず

全体の傾向としては、1 施設撤退の場合と比較して平均増加距離が

大きくなる（図 22）が、その度合は GS によって異なることが指摘

できる。それは撤退後の平均距離の差異（図 19,23）、平均増加率の

差異（図 20,24）にも表れている。また、平均距離の増加が 1 施設

撤退と 2 施設撤退とで大きく異なるのは、山間部や平野部市街地の

外縁部に多いことがわかる。一方最大距離に関して、図 26 と図 28

の比較から一見すると 1 施設撤退と 2 施設撤退とで大きな変化が見

られる GS は少ないが、増加値を示す図 21 と図 25 の比較から実際に

は差が存在することがわかる。ただしその差は、平均距離の 1 施設

撤退と 2 施設撤退との差に対して小さい。また、差が大きい GS の地

域傾向は上記平均距離と同様であることが窺える（図 25,29）。

　地域毎に考察する。対象とする GS から最も近い GS も併せて撤退

するという設定上、組になって隣接する地域 Aの 4つの GS について、

近隣の GS 同士が撤退することでそれら GS の利用者の移動距離は大

きく延びる。距離にして 5 ～ 10 ㎞の増加である。最大距離について

も同様に、1施設撤退と比べて増加が著しい。

　一方、地域 B では、5 つの GS が比較的狭い範囲で林立するため、

2施設が撤退するとしても利用者の平均距離に大きな変化はない（図

22,23）。2 施設が撤退するとしても、新たな平均距離は最長でも 7

㎞強であり、最大距離にも大きな変化はない。地域 C の東側に立地

する GS も、地域 Bと同様で、GS が近接して 3施設以上立地するため、

平均距離の変化は小さい。地域 C の西端の GS については、撤退数 1

と 2 とで利用者の平均増加距離がほぼ等しい。この GS の利用者にと

って、2番目以降に近い地域 Cの東側の GS が近接して立地するため、

この GS のみ撤退するときと、2 つの GS が撤退するときとで、平均

距離がほぼ変わらないためである。この GS は 1 施設撤退のときと比

べて最大距離に変化はなく、地域 Cの他 GS もほとんど変化はない。

　地域 D の北端に位置する GS の利用者の平均増加距離は、撤退数 1

と 2 とで異なる。これは、南側の 2 番目に近い GS と 3 番目に近い

GS とが距離をおいて立地していることに起因する。結果として、2

つの GS が撤退すると、地域 D 北端の GS の利用者は平均して約 16 ㎞

の移動を強いられることになる。なおこの GS の最大距離の変化は小

さい。地域 E の GS では、1 施設撤退の場合と比較して 2 施設撤退の

影響が顕著である。平均増加距離、撤退後の平均距離の値は大きく

なり、最大距離も約3㎞増加して 9～ 10kmとなる。この 2つの GSも、

他地域と離れて組になって立地することが、2 施設撤退となると影

響が大きくなる要因であると考えられる。

　以上より、2 施設撤退時には、山間部のみならず平野部市街地の

外縁部に位置する GS において、平均距離・最大距離の長さ、またそ

の増加値の増加が 1 施設撤退に対し顕著であること、特に地域 A・E

に見られるような周囲から隔絶し組になって施設が隣接する地域で、

2施設撤退に伴う平均距離・最大距離の変化が大きいことが示された。
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図 18　平均増加距離

図 22　平均増加距離

図 19　撤退後の平均距離

図 23　撤退後の平均距離

図 20　平均増加率

図 24　平均増加率

図 21　最大距離の増加値

図 25　最大距離の増加値
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４．４　地域差の分析

　各 GS 利用者の撤退前と撤退後の距離に関して、2.1 節で定義した

平野部と山間部それぞれに属する GS で再集計し、地域差の検討を行

う。図 30 に、地域毎に各距離帯の GS 数構成比を表すグラフを示す。

　平野部では、平均距離が 2km までの距離帯の GS は撤退前で 80% 強、

1 施設撤退で 70% 強、2 施設撤退で 60% を超え、10km 以上の GS は順

に約 0.8%、約 2.4%、約 4% である。一方、山間部では平均距離 2km

までは撤退前で 40% 強、1 施設撤退で 30% 強、2 施設撤退で 20% 強

であり、10 ㎞以上の GS は順に 10% 弱、25% 弱、45% 弱となる。総じ

て、平野部よりも山間部で平均距離の長い GS が多いと言える。また、

1 施設、2 施設と撤退するにつれ、10km 以上の長距離帯の増加幅が、

山間部でより大きくなっていることが指摘できる。

　グラフ中央の平均増加距離についても、平野部よりも山間部で増

加の大きい GS が多いことがわかる。また、1 施設撤退と 2 施設撤退

の構成比率の変化を平野部と山間部で比較すると、山間部の方が、

2km 以上の距離帯の構成比率の増加幅が大きく、1km 未満の距離帯の

構成比率の減少幅も大きい。

　平均距離と平均増加距離において、撤退施設数の増加に伴う平野

部と山間部の距離帯構成比率の変化に差が出るのは、平野部のよう

に GS が林立するのが一般的な地域では、1 施設でも 2 施設でも、施

設撤退の影響に大きな差は表れない一方、山間部のように少数の施

設しかない地域では撤退施設数が増えるほど影響が大きくなるため、

と推察される。

　最大距離も同様で、平野部より山間部の GS の方が、最大距離の長

い GS が多い。また、平均距離と平均増加距離に比べて、最大距離に

ついては撤退施設数が増えても、構成比率に大きな変化はないこと

が指摘できる。これは 4.3 節でも指摘した通りである。

５．おわりに

　本研究では、生活基盤としての重要施設である GS を対象に、GIS

のネットワーク解析で導いた道路距離を用いて、住民のアクセシビ

リティを地図化、定量化した。また、同じアクセシビリティの観点

から、GS 撤退の影響を評価する手法を構築した。得られた知見を以

下（１）～（３）に示し、政策提言に向けた展望を述べる。

（１）対象地域全体で見ると、ほぼ半数の住民は 1km 未満の移動で

GS に到着する。全体の 90% の住民は、5 ㎞未満で少なくとも 1 つの

GS が見つかる。一方で、18,000 人超の住民が 10 ㎞以上の長距離移

動を強いられている。こうした長距離移動を強いられる住民のほと

図 26　撤退後の最大距離

図 28　撤退後の最大距離

図 30　平野部と山間部の GS 数で見る距離帯毎の比率

図 27　最大距離の増加率

図 29　最大距離の増加率
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んどは、山間部に住む人々である。

（２）各 GS に割り当てられる利用者の平均距離の値は、山間部の GS

の方が、平野部の GS よりも大きい傾向にある。また、最大距離は

GS の空白地域に接する GS で大きい値を示し、その位置は市街地外

縁部や山間部に属する。

（３）撤退に伴い各 GS 利用者の平均距離は延びる。特に 10km 以上の

距離帯に着目すると、山間部の GS の方が構成比率の増加幅が大きい。

また平均増加距離に着目すると、平野部よりも山間部の方が、撤退

数の増加に伴って影響が大きく表れる。一方で、最大距離に関して

は、平野部でも山間部でも、撤退数に関わらず最大距離の増加は小

さいことが指摘できる。この結果について、GS と人口分布との空間

的位置関係から見た検証、撤退影響評価の手法の検証も含め、精査・

分析することを今後の課題とする。

　本研究では、1 ないし 2 といった少数の施設撤退においては、消

費者の平均距離、最大距離に大きな影響を与える GS が比較的少な

く、山間部や平野部市街地の外縁部に限られる傾向を見出した。特

に Mini-Max の観点からの最大距離の分析では、平均距離で分析した

場合と比較して、少数の GS の撤退に対してはある程度の頑健性があ

ることが示され、注目すべきである。ただし、本研究で見出された、

アクセシビリティの現状や少数の施設撤退による影響の大きい地域

が山間部のみならず平野部市街地の外縁部にも存在するという事実

は、通常は見逃されやすく、今後の行政による GS に関わる施策にお

いても配慮が必要であろう。

　付随して、そもそも現状でも地域住民の GS へのアクセシビリティ

が悪い地域は、山間部や市街地外縁部を中心に広範に渡っているこ

とが確認された。さらに、人口減少地域における GS の施設運営実態

は非常に厳しく 7),16)、こうした地域の GS の撤退が加速して本研究で

想定した程度を超えれば、利用者の平均距離・最大距離も劇的に悪

化する恐れがある。

　GS はそもそも民営業態であり、利幅の小さい人口減少地域よりも

市街地を志向するのは自然である。しかしながら、GS を生活基盤と

しての重要施設と捉えた場合、その施設立地には公共的側面がある

ことを前提に行政的施策を考える必要がある。上記のような地域の

GS のアクセシビリティ維持・改善と今後の GS 廃業を食い止める施

策立案が、今後行政にとって必要となる可能性は低くないだろう。

この課題に応えるため、以上の知見や既往研究の成果等を踏まえ、

より多数の GS の撤退の影響を簡単に定量化する手法の開発や、GS

の撤退のモデル化など、更なる研究発展が望まれる。
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注

注 1) Google Maps には、住所を入力すると緯度経度を返す機能があり、その

精度は大抵のケースで建物を同定できるほどのものである。このジオコー

ディング機能を自動的に呼び出して、住所リストの csv ファイルから緯度

経度を書き込むサービスを提供しているウェブサイト『napzak』を利用し、

住所情報を位置情報へ変換した。（http://napzak.com/）
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